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明 細 書

発明の名称 ：硬化性樹脂組成物

技術分野

[0001 ] 本発明は、硬化性樹脂組成物に関する。とりわけ、本発明は硬化性樹脂組成

物からなる接着剤組成物に関する。

背景技術

[0002] L C D (液晶ディスプレイ）等の表示体の上に搭載するタツチパネルには、

抵抗膜式、静電容量式、電磁誘導式、光学式等がある。これらのタツチパネ

ルの表面に、見た目のデザイン性を良くするための化粧板や、タツチする位

置を指定するアイコンシ一 卜を貼り合わせる場合がある。静電容量式タツチ

パネルは、透明基板の上に透明電極を形成 し、その上に透明板を貼り合わせ

た構造を有 している。

[0003] 従来、上記の化粧板とタツチパネルの貼り合わせ、上記のアイコンシ一 卜と

タツチパネルの貼り合わせ、上記の透明基板と透明板の貼り合わせは、接着

剤を用いていた。このような接着剤を使用する技術では、接着が不十分であ

るという課題があつた。

[0004] そこで、特許文献 1 では （A ) ポリイソプレン、ポリプタジェン又はポリゥ

レタンを骨格にもつ （メタ）ァクリレー 卜オリゴマー及び （B ) 柔軟化成分

を含むタツチパネル接着用硬化型接着組成物が提案されている。

[0005] 特許文献 2 では、作業性に優れ、長期信頼性を有すると共に、硬化が早く、

更に接着力及び耐湿性をさせることを目的として、イソポロニル （メタ）ァ

クリレー 卜を主体とする （メタ）アクリル単量体 1 0 0 重量部と、ポリプタ

ジェンを主鎖にもち、該主鎖の両端または側鎖に一種以上の （メタ）ァクリ

ル基を有するプレボリマ一 2 5 ~ 1 0 0 重量部と、光重合開始剤とを含む紫

外線硬化型接着剤組成物を提案 している。

[0006] 特許文献 3 には、画像表示装置の画像表示部と、透光性の保護部との間に介

在させる樹脂硬化物層を形成するための樹脂組成物として、ポリウレタンァ



クリレ一 卜、ポリイソプレン系ァクリレー 卜又はそのエステル化物、テルぺ

ン系水素添加樹脂、プタジェン重合体等の 1種以上のポリマ一と、ィソボル

二ルァクリレー 卜、ジシクロペンテニル才キシェチルメタクリレー 卜、 2 _

ヒドロキシプチルメタクリレ一 卜等の 1種以上のァクリレ一 卜系モノマーと

、 —ヒドロキシ—シクロへキシル—フエ二ル― ケ トン等の光重合開始剤と

を含有する樹脂組成物が開示されている。

先行技術文献

特許文献

[0007] 特許文献1 ：国際公開第 2 0 1 0 / 0 2 7 0 4 1 号

特許文献2 ：特開昭 6 4 _ 8 5 2 0 9 号公報

特許文献3 ：特開 2 0 0 9 _ 1 8 6 9 5 7 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] 特許文献 1 は、フエノキシェチル （メタ）ァクリレー 卜、フエノキシポリエ

チレングリコ一ル （メタ）ァクリレ一 卜、 2 —ヒドロキシ一3 _ フエノキシ

プロピル （メタ）ァクリレー 卜、シクロへキシル （メタ）ァクリレー 卜、ノ

ニルフエノール E O付加物 （メタ）ァクリレー 卜、メ トキシ トリエチレング

リコール （メタ）ァクリレー 卜及びテ トラヒドロフルフリル （メタ）ァクリ

レ一 卜から選択 した （メタ）ァクリレー 卜モノマーのような環式 （メタ）ァ

クリレ一 卜を使用 している。

特許文献 2 及び 3 ではイソボルニル （メタ）ァクリレー 卜、ジシクロペンテ

ニル （メタ）ァクリレー 卜のような剛直な骨格モノマ一をべ一スとした高弾

性樹脂であるが故に、高温信頼性試験において被着体の膨張収縮に耐えるこ

とができず、剥がれを生 じて しまう可能性があつた。

[0009] 化粧板とタツチパネルの貼 り合わせ、アイコンシ一 卜とタツチパネルの貼 り

合わせ、透明基板と透明板の貼 り合わせ等の用途では、使用環境を想定 した

加温雰囲気での被着体の変形に追随できる程度の柔軟性を有することが望ま



しい とされている。

[001 0] 本 発 明は上記事情 に鑑 みてな された ものであ り、例 えば、 タ ツチパ ネル等 の

表示体 に使 用 され る化粧板 や アイ コンシ一 卜を貼 り合わせ る場合、透 明基板

と透 明板 とを貼 り合わせ る場合、 印刷加工 された部分 を貼 り合わせ る場合 に

、 十分 な初期接着性 及び耐湿熱性 を付与 す る ことが困難 であ る とい う従来技

術 の課題、或 いは表示体 と光学機 能材料 とを貼 り合わせ る場合 に、接着面 が

剥 がれた り、表示体 の ガラスが割れた りす る とい う従来技術 の課題 を解決 す

る硬化性樹脂組成物 を提供 す る。

課題を解決するための手段

[001 1] 即 ち、本発 明は一側面 において、 下記 （A ) 〜 ( D ) 成 分 を含有 し、 （A )

成 分及び （B ) 成 分 の合計使 用量 が硬化性樹脂組成物 の 8 0 ~ 9 9 質量％ を

占め、 （D ) 成 分 の使 用量 は、 （A ) 成 分、 （B ) 成 分及び （D ) 成 分 の合

計 1 0 0 質量部 中、 0 ~ 1 0 質量部 であ る硬化性樹脂組成物 であ る。

( A ) ジェ ン系又 は水素添加 されたジェ ン系の骨格 を有 す る才 リゴマ一、

( B ) ホ モポ リマ一 ガラス転移温度 が — 1 0 0 ~ 6 0 °C を示 す非環 式 （メタ）

ァク リレ一 卜、

( C ) 光重合 開始剤

( D ) ( A ) 成 分 及び （B ) 成 分以外 の （メタ）ァク リレー 卜

[001 2] 本 発 明 に係 る硬化性樹脂組成物 の一実施形態 においては、 （B ) 成 分 が、 一

般 式 （1 ) の化合物 であ る。

—般 式 （1 ) Z — O —

〔式 中、 Z は （メタ） ァク リロイル基 を示 し、 R ，は炭素数 9 ~ 2 0 個 の アル

キル基 を表 す。 〕

[001 3] 本 発 明 に係 る硬化性樹脂組成物 の別 の一実施形態 においては、 （A ) 成 分及

び （B ) 成 分 の合計 1 0 0 質量部 中、 （A ) 成 分 が 3 0 ~ 9 8 質量部、 （B )

成 分 が 2 ~ 7 0 質量部 であ る。

[0014] 本 発 明 に係 る硬化性樹脂組成物 の更 に別 の一実施形態 においては、 （B ) 成

分 が、 イ ソステ ア リル （メタ） ァク リレー 卜、 ラウ リル （メタ） ァク リレー



卜、 2 — ヒ ドロキシェチル （メタ） ァク リレー 卜、 2 _ ェチルへ キシル （メ

タ） ァク リレー 卜、 n —プチル （メタ） ァク リレー 卜、 t —プチル （メタ）

ァク リレー 卜、 エチ レング リコ一ル ジ （メタ） ァク リレー 卜、 1 ， 3 _ プチ

レング リコ一ル ジ （メタ） ァク リレー 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル （メタ）

ァク リレ一 卜か らなる群 の うちの 1 種以上である。

[001 5] 本発 明に係 る硬化性樹脂組成物 の更 に別の一実施形態 においては、 （B ) 成

分が、 ラウ リル （メタ） ァク リレ一 卜及び / 又 はイソステ ア リル （メタ） ァ

ク リレ一 卜である。

[001 6] 本発 明に係 る硬化性樹脂組成物 の一実施形態 においては、更 に、 （E ) 成分

と して、 シランカ ップ リング剤 を含有 する。

[001 7] 本発 明に係 る硬化性樹脂組成物 の一実施形態 においては、 （A ) 成分のジェ

ン系又 は水素添加 されたジェ ン系の骨格 が、 ポ リプタジェ ン、 ポ リイソプ レ

ン、 ポ リプタジェ ンの水素添加物、及びポ リイソプ レンの水素添加物 か らな

る群 か ら選 ばれ る 1 種以上の骨格 である。

[001 8] 本発 明に係 る硬化性樹脂組成物 の更 に別の一実施形態 においては、 （A ) 成

分のジェ ン系又 は水素添加 されたジェ ン系の骨格 を有 する才 リゴマ一の分子

量が 5 0 0 7 0 0 0 0 である。

[001 9] 本発 明に係 る硬化性樹脂組成物 の更 に別の一実施形態 においては、 （A ) 成

分及び （B ) 成分の合計 1 0 0 質量部 中、 （A )成分が 5 0 ~ 9 0 質量部、 （

B ) 成分が 1 0 ~ 5 0 質量部 であ り、 （C ) 成分の使用量 は、 （A ) 成分、

( B ) 成分及び （D ) 成分の合計 1 0 0 質量部 に対 して、 0 . 0 1 ~ 1 0 質

量部 であ り、 （E ) 成分の使用量 は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び （D ) 成

分の合計 1 0 0 質量部 に対 して、 0 . 0 1 ~ 1 0 質量部 である。

[0020] 本発 明は別の一側面 において、上記 に記載 の硬化性樹脂組成物 か らなる接着

剤組成物 である。

[0021 ] 本発 明は更 に別の一側面 において、上記 に記載 の硬化性樹脂組成物 か らなる

接着剤組成物 の硬化体である。

[0022] 本発 明は更 に別の一側面 において、上記 に記載 の硬化体 によ り被着体が被覆



又は被着体同士が接合された複合体である。

[0023] 本発明は更に別の一側面において、上記に記載の被着体が 卜リァセチルセル

ロース、フッ素系ポリマ一、ポリエステル、ポリ力一ボネ一 卜、ポリオレフ

イン、ガラス、金属からなる群から選ばれる 1種以上である複合体である。

[0024] 本発明は更に別の一側面において、上記に記載の接着剤組成物により被着体

を貼 り合わせたタツチパネル積層体である。

[0025] 本発明は更に別の一側面において、上記に記載のタツチパネル積層体を備え

たディスプレイである。

発明の効果

[0026] 本発明の硬化性樹脂組成物は、高い初期接着性及び耐湿熱性を示す。

発明を実施するための形態
[0027] 本発明における （A ) 成分は、ジェン系又は水素添加されたジェン系の骨格

を有する才 リゴマ一である。

[0028] 本発明における該オ リゴマーの主鎖骨格は、ジェン系又は水素添加されたジ

ェン系の骨格である。ジェン系又は水素添加されたジェン系の骨格としては

、ポリプタジェン、ポリイソプレン、ポリプタジェンの水素添加物、及びポ

リィソプレンの水素添加物からなる群から選ばれる 1種以上の骨格が好まし

し、。これらの中では、接着耐久性が大きい点で、ポリプタジェン及びポリィ

ソプレンからなる群から選ばれる 1種以上が好ましく、ポリプタジェンがよ

り好ましい。

[0029] 該オ リゴマーは、上記主鎖骨格の末端又は側鎖に 1個以上の （メタ）ァクリ

ロイル基を有することが好ましい。これらの中では、主鎖骨格の両末端に （

メタ）ァクリロイル基を有するものが好ましい。

[0030] 該才 リゴマ一の分子量は 5 0 0 ~ 7 0 0 0 0 が好ましく、 1 0 0 0 ~ 6 0 0

0 0 がより好ましく、 1 0 0 0 ~ 5 5 0 0 0 が最も好ましい。分子量が 5 0

0 以上であれば、本発明の硬化性樹脂組成物に光を照射 して得 られる硬化体

の硬度が高いので接着剤層を形成 しやすくなる。分子量が 7 0 0 0 0 以下で

あれば、得 られる硬化性樹脂組成物の粘度が小さいので、製造過程での混合



等における作業性や実用用途において作業性が良好になる。

[0031 ] オ リゴマーの分子量は、分子 1 個あた りの平均の分子量 と して算出される数

平均分子量を指す。本発明の実施例では、 G P C (ゲルパ一ミエ一シ ヨンク

ロマ 卜グラフィ一）により測定 した、ポ リスチ レン換算の数平均分子量を使

用 した。

[0032] ( A ) 成分のオ リゴマーと しては、 クラ レ社製 「U C _ 2 0 3 」 （イソプレ

ン重合物の無水マ レイン酸付加物 と 2 —ヒ ドロキシェチルメタク リレー 卜と

のエステル化物オ リゴマー）、 クラ レ社製 「L I R — 5 0 」 （イソプレン才

リゴマ一）、 クラ レ社製 「L B R — 5 0 」 「L B R — 3 0 7 」 （ブタジエン

オ リゴマー）、 日本曹達社製 「T E A I _ 1 0 0 0 」 （末端 アク リル変性水

素添加 1 ， 2 _ ポ リプタジェン才 リゴマ一）、 日本曹達社製 「T E _ 2 0 0

0 」 （末端 メタク リル変性 1 ， 2 _ ポ リブタジエンオ リゴマー）等が挙げら

れる。 （Α ) 成分のオ リゴマーの中では、イソプレン重合物の無水マ レイン

酸付加物 と 2 —ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リレー 卜とのエステル化物才

リゴマ一、イソプレンオ リゴマー、末端 （メタ）アク リル変性 1 ， 2 _ ポ リ

ブタジエンオ リゴマ一か らなる群のうちの 1 種以上が好ま しく、イソプレン

重合物の無水マ レイン酸付加物 と 2 —ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リレー

卜とのエステル化物オ リゴマー及び/ 又は末端 （メタ）アク リル変性 1 ，

- ポ リプタジェン才 リゴマ一がより好ま しく、イソプレン重合物の無水マ レ

イン酸付加物 と 2 —ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リレー 卜とのエステル化

物才 リゴマ一が最も好ま しい。 （Α ) 成分の才 リゴマ一は単独で使用 しても

よ く、 2 種類以上を混合 して使用 してもよい。

[0033] 本発明における （Β ) 成分は、ホモポ リマ一ガラス転移温度が— 1 0 0 °C ~

6 0 °C を示す非環式 （メタ）ァク リレー 卜である。非環式 とは、脂環基ゃ芳

香環基を有 しない （メタ）ァク リレー 卜をいい、典型的には直鎖状又は分岐

鎖状の （メタ）ァク リレー 卜である。ホモポ リマ一ガラス転移温度が— 1 0

0 °C ~ 6 0 °C を示す非環式 （メタ）ァク リレー 卜と しては、イソステア リル

(メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：_ 5



8 °C ) 、 ラウ リル （メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモポ リマ一ガラ

ス転移温度 ：_ 3 0 °C、 メタク リレー 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：―

6 5 °C ) 、 2 _ ェチルへキシル （メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモ

ポ リマ一ガラス転移温度 ：_ 8 5 °C、 メタク リレー 卜のホモポ リマ一ガラス

転移温度 ：一 1 0 °C ) 、 n —プチル （メタ）ァク リレ一 卜 （メタク リレ一 卜

のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：2 0 °C ) 、 i —プチル （メタ）ァク リレ一

卜 （メタク リレ一 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：2 0 °C ) 、 t —プチル

(メタ）ァク リレー 卜 （メタク リレ一 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：2

0 °C ) 、 メ トキシェチル （メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモポ リマ

—ガラス転移温度 ：_ 5 0 °C ) 、エチ レング リコ一ルジ （メタ）ァク リレー

卜、 1， 3 _ プチ レング リコ一ルジ （メタ）ァク リレー 卜、 2 —ヒ ドロキシ

ェチル （メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度

：7 °C、 メタク リレ一 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：5 5 °C ) 、 2 — ヒ

ドロキシプロピル （メタ）ァク リレ一 卜 （ァク リレ一 卜のホモポ リマ一ガラ

ス転移温度 ：_ 7 °C、 メタク リレー 卜のホモポ リマ一ガラス転移温度 ：2 6

°C ) 、 2 —ヒ ドロキシプチル （メタ）ァク リレー 卜 （ァク リレー 卜のホモポ

リマ一ガラス転移温度 ：_ 3 8 °C ) 等が挙 げ られる。 これ らの （メタ）ァク

リレー 卜は 1種類又は 2 種類以上 を使用で きる。 これ らの中では、 イソステ

ァ リル （メタ）ァク リレー 卜、 ラウ リル （メタ）ァク リレー 卜、 2 —ヒ ドロ

キシェチル （メタ）ァク リレー 卜、 2 _ ェチルへキシル （メタ）ァク リレー

卜、 n —プチル （メタ）ァク リレー 卜、 t —プチル （メタ）ァク リレー 卜、

エチ レング リコ一ルジ （メタ）ァク リレー 卜、 1， 3 _ プチ レング リコール

ジ （メタ）ァク リレー 卜、 2 —ヒ ドロキシプロピル （メタ）ァク リレー 卜か

らなる群の うちの 1種以上が好 ま しく、 イソステア リル （メタ）ァク リレー

卜、 ラウ リル （メタ）ァク リレー 卜、 2 —ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リ

レ一 卜か らなる群の うちの 1種以上がよ り好 ま しく、 ラウ リル （メタ）ァク

リレー 卜及び/ 又 はイソステア リル （メタ）ァク リレー 卜が最 も好 ま しい。

ガラス転移 とは、例 えば、高温では液体であるガラス等の物質が温度降下に



より、ある温度範囲で急激にその粘度を増 し、ほとんど流動性を失って非晶

質固体になるという変化を指す。ガラス転移温度の測定方法としては、熱重

量測定、示差走査熱量測定、示差熱測定、動的粘弾性測定等が挙げられる。

本発明では動的粘弾性測定により測定 した。

[0035] (メタ）ァクリレー 卜のホモポリマーのガラス転移温度は、 J . B a n

d r u p , E . H . I m m e r g u t , P o l y m e r H a n d

b o o k , n d E d . , J . W i l e y , N e w Y o k 1

9 7 5 、光硬化技術データプック （テクノネットプックス社）等に記載され

ている。

[0036] これらの （B ) 成分の中では、接着性が大きい点で、一般式 （1 ) の化合物

が好ましい。

—般式 （1 ) Z —O —

〔式中、 Z は （メタ）ァクリロイル基を示 し、 R，は炭素数 9 ~ 2 0 個のアル

キル基を表す。〕

[0037] 一般式 （1 ) の化合物は、硬化物の柔軟性を一層向上させてポリエチレンテ

レフタレ一 卜等への密着性を一層向上させる。一般式 （1 ) の化合物として

は、ノニル基、イソノニル基、デシル基、イソデシル基、ゥンデシル基、ラ

ゥリル基、 トリデシル基、テ トラデシル基、ペンタデシル基、へキサデシル

基、ヘプタデシル基、才クタデシル基、ノナデシル基、エイコデシル基、ス

テアリル基、イソステアリル基等の、炭素数が 9 ~ 2 0 個の直鎖又は分岐の

アルキル基を有する （メタ）アクリル酸エステルが挙げられる。 は炭素数

1 0 9 個のアルキル基が好ましく、炭素数 1 1 ~ 1 8 個のアルキル基が

より好ましく、ラウリル基及び/ 又はイソステアリル基が最も好ましい。こ

れらの （メタ）ァクリレー 卜は 1種類又は 2 種類以上を使用できる。

[0038] ( C ) 成分は、光重合開始剤 （以下光開始剤という）である。光重合剤とし

ては、 （A ) 成分、 （B ) 成分、 （D ) 成分といった（メタ）ァクリレー 卜の

重合を開始させるものであれば特に制限はない。

[0039] ( C ) 光開始剤としては、紫外線重合開始剤や可視光重合開始剤等が挙げら



れるが、 どち らも制限無 く用い られる。紫外線重合開始剤 と しては、ベ ンゾ

イ ン系、ベ ンゾフ エ ノ ン系、 ァセ 卜フ エ ノ ン系等が挙 げ られる。可視光重合

開始剤 と しては、 ァシルホスフィンオキサイ ド系、チ才キサ ン トン系、 メタ

口セ ン系、 キノン系、 —ァミノアルキル フエノン系等が挙 げ られる。

[0040] ( C ) 光開始剤 と しては、ベ ンゾフエノン、 4 _ フエニルベ ンゾフエノン、

ベ ンゾィル安息香酸、 2 ， 2 —ジェ トキシァセ 卜フエノン、 ビスジェチル ァ

ミノべ ンゾフエノン、ベ ンジル，ベ ンゾイン、ベ ンゾィルイソプロピルェ一

テル、ベ ンジルジメチルケタール、 1 —ヒ ドロキシシクロへキシル フェニル

ケ トン、チ才キサ ン トン、 2 —メチルチオキサ ン トン、 2 ，4 —ジメチルチ

才キサ ン トン、 イソプロピルチ才キサ ン トン、 2 ，4 _ ジェチルチオキサ ン

トン、 2 ，4 —ジイソプロピルチ才キサ ン トン、 1 _ ( 4 —イソプロピル フ

ェニル） 2 —ヒ ドロキシ一 2 _ メチル プロパ ン一 1 —オ ン、 1 _ ( 4 — ( 2

— ヒ ドロキシエ トキシ） 一フエニル） _ 2 — ヒ ドロキシ一 2 _ メチル _ 1 _

プロパ ン一 1 —オ ン、 2 —ヒ ドロキシ _ 2 —メチル 一 1 —フエニル プロパ ン

_ 1 —オ ン、 カンファーキノン、 2 ，4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィルジフエ

ニルホスフィンオキサイ ド、 ビス （2 ，4 ， 6 _ 卜リメチルベ ンゾィル） 一

フエニルホスフィンオキサイ ド、 2 _ メチル _ 1 _ ( 4 — ( メチルチオ） フ

ェニル） _ 2 _ モル フ才 リノプロパ ン一 1 —オ ン、 2 _ ベ ンジル 一 2 - ジメチ

ル ァミノ一 1 _ ( 4 _ モル フ才 リノフエニル） 一プタノン_ 1、 2 _ ジメチ

ル ァミノ一 2 — ( 4 —メチル 一ベ ンジル） 一 1 — ( 4 —モ リフ才 リン一4 —

ィル 一フエニル） 一ブタン_ 1 —オ ン、 ビス （2 ， 6 —ジメ トキシベ ンゾィ

ル） - 2 , 4 ，4 _ 卜リメチル 一ペ ンチルホスフィンオキサイ ド等が挙 げ ら

れる。

[0041 ] 本発明の硬化性樹脂組成物 は、特 に各被着体 に対する接着性 を一層向上 させ

ることを目的に、 （D ) 成分 と して、 （Α ) 成分や （Β ) 成分以外の（メタ）

ァク リレー 卜を含有することがで きる。 （Α ) 成分や （Β ) 成分以外の（メタ

) ァク リレー 卜と しては、単官能 （メタ）ァク リレー 卜や、 2 官能、 3 官能、

4 官能、 5 官能、 6 官能等の多官能 （メタ）ァク リレー 卜等が挙 げ られる。



これ らの 中 で は、 単 官能 （メ タ） ァ ク リ レー 卜が 好 ま しい。 た だ し、 （D )

成 分 の添 加 は耐 湿 熱 性 を低 下 させ るた め、 （D ) 成 分 は 少 な い方 が 好 ま しく

、 耐 湿 熱 性 を重 視 す る場 合 は全 く含 有 しな い方 が 好 ま しい。 具 体 的 な添 加 量

は後 述 す る。

本 発 明 に お け る （D ) 成 分 と して 用 い られ る （メ タ） ァ ク リ レー 卜の 中 で、

単 官能 （メ タ） ァ ク リ レー 卜と して は、 メチル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ェ チ

ル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 プ ロ ピル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 テ トラ ヒ ドロ フ

ル フ リル （メ タ） ァ ク リ レ一 卜、 力 プ ロラ ク トン変 性 テ トラ ヒ ドロ フル フ リ

ル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 シ ク ロへ キ シル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ジ シ ク ロ

ペ ンタニル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ジ シ ク ロペ ンテ ニル （メ タ） ァ ク リ レー

卜、 イ ソボル ニル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ベ ンジル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、

フ エニル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 フ エ ノキ シ ェ チル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、

フ エ ノキ シ ジ エ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 フ エ ノキ シテ トラ

エ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 フ エ ノキ シ ポ リエ チ レン グ リコ

—ル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ノニル フ エ ノキ シ ェ チル （メ タ） ァ ク リ レー 卜

、 ノニル フ エ ノキ シテ トラエ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 メ 卜

キ シ ジ エ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レ一 卜、 エ トキ シ ジ エ チ レン ダ リ

コール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 プ トキ シ ェ チル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 プ 卜

キ シ トリエ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 2 _ ェ チル へ キ シル ポ

リエ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ノニル フ エニル ポ リプ ロ ピ レ

ン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 メ トキ シ ジ プ ロ ピ レン グ リコール （メ

タ） ァ ク リ レー 卜、 グ リシ ジル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 グ リセ ロール （メ タ

) ァ ク リ レー 卜、 ポ リエ チ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ポ リプ ロ

ピ レン グ リコール （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ェ ピク ロ ロ ヒ ドリン （以 下 E C H

と略 記 ） 変 性 プチル （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 ェ ピク ロ ロ ヒ ドリン （以 下 E C

H と略 記 ） 変 性 フ エ ノキ シ （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 エ チ レンオ キサ イ ド （以

下 E O と略 記 ） 変 性 フ タル 酸 （メ タ） ァ ク リ レー 卜、 E O 変 性 コハ ク酸 （メ

タ） ァ ク リ レー 卜、 力 プ ロラ ク トン変 性 2 — ヒ ドロキ シ ェ チル （メ タ） ァ ク



リレー 卜、 N， N —ジメチルアミノエチル （メタ）ァクリレー 卜、 N， N -

ジェチルアミノエチル （メタ）ァクリレー 卜、モルホリノ （メタ）ァクリレ

— 卜、 E O変性 リン酸 （メタ）ァクリレー 卜等が挙げられる。イミ ド （メタ

) ァクリレ一 卜 （製品名 ：M — 1 4 0 、東亞合成社製）のようなィミ ド基を

有する （メタ）ァクリレー 卜等も挙げられる。

[0043] 単官能 （メタ）ァクリレー 卜としては、シク口才レフインポリマ一を始めと

するポリオレフィン等への接着性を向上させることを目的として、ジシクロ

ペンテニル才キシェチル （メタ）ァクリレー 卜、ジシクロペンテニル才キシ

プロピル （メタ）ァクリレー 卜、ジシクロペンテニル （メタ）ァクリレー 卜

等を初めとするジシクロペンテ二ル基を有する（メタ）ァクリレ一 卜等も挙げ

られる。

[0044] 単官能 （メタ）ァクリレー 卜の中では、シク口才レフインへの接着性を向上

する点で、イソボルニル （メタ）ァクリレー 卜がより好ましい。

[0045] 本発明ではガラスへの密着力を向上させる目的で、 （E ) 成分として、シラ

ンカップリング剤を含有することができる。シラン力ップリング剤としては

、ァ一クロ口プロピル 卜リメ トキシシラン、 ビニル 卜リメ トキシシラン、 ビ

ニル トリクロルシラン、 ビニル 卜リエ トキシシラン、 ビニル一 卜リス （ _

メ トキシエ トキシ）シラン、ァ一 （メタ）ァクリロキシプロピル 卜リメ トキ

シシラン、 β — ( 3 ， 4 _ エポキシシクロへキシル）ェチル 卜リメ トキシシ

ラン、ァ一グリシ ドキシプロピル 卜リメ トキシシラン、ァ一メルカプ トプロ

ピル 卜リメ トキシシラン、ァ一ァミノプロピル 卜リエ トキシシラン、 N — S

- (アミノエチル）一ァ一ァミノプロピル 卜リメ トキシシラン、 Ν — — (

アミノエチル）一ァ一ァミノプロピルメチルジメ トキシシラン、ァ一ュレイ

ドプロピル 卜リエ トキシシラン等が挙げられる。これらの中では、ガラス等

への密着性の点で、ァ—ダリシ ドキシプロピル 卜リメ トキシシラン及び/ 又

はァ一 （メタ）ァクリロキシプロピル 卜リメ トキシシランが好ましく、 γ —

ダリシ ドキシプロピル 卜リメ トキシシランがより好ましい。

[0046] 本発明は、前記 （A ) ~ ( C ) 成分を必須成分として含有する。故に （Α )



~ ( C ) 成分にて光による硬化を可能 とする。

[0047] 本発明における硬化性樹脂組成物は、 （A ) 成分及び （B ) 成分の合計 1 0

0 質量部中、 （A ) 成分を 3 0 ~ 9 8 質量部、 （B ) 成分を 2 ~ 7 0 質量部

を含有することが好ま しく、 （A ) 成分を4 0 ~ 9 5 質量部、 （B ) 成分を

5 ~ 6 0 質量部を含有することがより好ま しく、 （A ) 成分を 5 0 ~ 9 0 質

量部、 （B ) 成分を 1 0 ~ 5 0 質量部を含有することが最も好ま しい。

[0048] 好 ま しい実施形態においては、 （A ) 成分及び （B ) 成分の合計質量は、

本発明における硬化性樹脂組成物のうちの 8 0 ~ 9 9 質量％を占め、典型的

には 9 0 9 8 質量％を占める。

[0049] ( C ) 成分の使用量は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び必要に応 じて使用する

( D ) 成分の合計 1 0 0 質量部に対 して、 0 . 0 1 ~ 1 0 質量部を含有する

ことが、硬化性樹脂組成物の被着体に対する接着性が特段に高 くな り、且つ

、硬化性が良好となる点で、好ま しく、 0 . 1 ~ 5 質量部を含有することが

、より好ま しい。

[0050] ( D ) 成分の使用量は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び必要に応 じて使用する

( D ) 成分の合計 1 0 0 質量部中、 0 ~ 1 0 質量部が好ま しく、 0 ~ 7 質量

部がより好ま しく、 0 ~ 4 質量部が最も好ま しい。 （D ) 成分を含有 しな く

ても良い。 （D ) 成分を含む場合の下限値は、 1 質量部が好ま しく、 2 質量

部がより好ま しい。

[0051 ] ( E ) 成分の使用量は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び必要に応 じて使用する

( D ) 成分の合計 1 0 0 質量部に対 して、 0 . 0 1 ~ 1 0 質量部が好ま しく

、 1 ~ 5 質量部がより好ま しい。

[0052] 更に、貯蔵安定性を維持する目的で、重合禁止剤を含む市販の酸化防止剤等

を使用することができる。

[0053] これ らの他にも所望により、エラス トマ一、各種パラフィン類、可塑剤、充

填剤、着色剤、防錡剤等を使用できる。

[0054] 本発明の硬化性樹脂組成物は、接着剤組成物 として使用できる。本発明では

、接着剤組成物の硬化体によって、被着体を接合又は被覆 して複合体を作製



することができる。被着体の各種材料は、シク口才レフインポリマ一等のポ

リオレフイン、 卜リアセチルセルロース、フッ素系ポリマ一、ポリエステル

、ポリカーボネー ト、ガラス、金属からなる群から選ばれる 1種以上が好ま

しく、ポリ力一ボネ一 卜、ポリオレフイン、ガラスからなる群から選ばれる

種以上がより好ましい。

[0055] 本発明の硬化性樹脂組成物にて接着 した被着体は、完全硬化させた後にリヮ

—ク （再利用）することが可能である。 リワークの方法としては特に制限は

無いが、貼 り合わされた 1種又は 2 種の被着体間に0 . 0 1 ~ 1 0 0 N の荷

重を負荷することにより被着体同士を解体 し、解体後の被着体を再利用する

ことが可能となる。

実施例

[0056] 以下に、実験例をあげて、本発明を更に詳細に説明するが、本発明はこれら

に限定されるものではない。実験例に記載の硬化性樹脂組成物中の各成分と

しては、以下の化合物を選択 した。

[0057] ( A ) 成分の、ジェン系又は水素添加されたジェン系の骨格を有するオ リゴ

マ一として、以下の化合物を選択 した。

( A - ) 両末端メタクリル変性 1， 2 _ ポ リブタジエンオ リゴマー （日本

曹達社製 「T E _ 2 0 0 0 」）（G P C によるポリスチレン換算の数平均分子

量 2 0 0 0 )

( A - 2 ) イソプレンオ リゴマ一 （クラレ社製 「L I R — 5 0 」） （G P C

によるポリスチレン換算の数平均分子量 5 4 0 0 0 )

( A - 3 ) ブタジエンオ リゴマー （クラレ社製 「L B R —3 0 7 」） （G P

C によるポリスチレン換算の数平均分子量 8 0 0 0 )

( A - 4 ) イソプレン重合物の無水マレイン酸付加物と2 —ヒドロキシェチ

ルメタクリレー 卜とのエステル化物オ リゴマー （クラレ社製 「U C —2 0 3

」） （G P C によるポリスチレン換算の数平均分子量 3 6 0 0 0 )

( B ) 成分の、ホモポリマ一ガラス転移温度が— 1 0 0 ~ 6 0 °C を示す （メ

タ）ァクリレー 卜として、以下の化合物を選択 した。



( B - ) ラウリルメタクリレ一 卜 （共栄社化学社製 「ライ トエステル L 」

：ホモポリマ一ガラス転移温度 ：_ 6 5 °C )

( B - 2 ) 2 —ヒドロキシェチルメタクリレー 卜 （共栄社化学社製 「ライ ト

エステルH O」 ：ホモポリマ一ガラス転移温度 ：5 5 °C )

( B - 3 ) イソステアリルァクリレー 卜 （大阪有機化学工業社製 「I S T A

」 ：ホモポリマ一ガラス転移温度 ：_ 5 8 °C )

( C ) 成分の光開始剤として、以下の化合物を選択 した。

(C - ) 1 —ヒドロキシシクロへキシルフェニルケ トン （チバスぺシャリ

ティケミカル社製 「l r g a c u r e 1 8 4 」）

( D ) 成分の、 （A ) 成分及び （B ) 成分以外の （メタ）ァクリレ一 卜とし

て、以下の化合物を選択 した。

( D - ) ジシクロペンテ二ルァクリレー 卜 （ホモポリマ一ガラス転移温度

： 0 °C )

( D - 2 ) イソボルニルメタクリレー 卜 （ホモポリマ一ガラス転移温度 ：1

2 0 °C )

( E ) 成分の、シランカップリング剤として、以下の化合物を選択 した。

( E - ) ァ一グリシ ドキシプロピル 卜リメ トキシシラン

[0058] 各種物性は、次のように測定した。

[0059] 〔光硬化性〕温度 2 3 °Cで測定した。光硬化性に関しては、テンパックスガ

ラス （幅 2 5 m m X長さ2 5 m m X厚さ2 mm) の表面に硬化性樹脂組成物

を厚み0 . 1 m mになるように塗布 した。その後、無電極放電ランプを使用

したフユ一ジョン社製硬化装置を用い、波長 3 6 5 n mのU V 光を積算光量

2 0 0 0 m J / c m2の条件にて照射 し、硬化させた。

硬化率は、 F T — I R を使用し、以下の式により算出した。炭素と炭素の二

重結合の吸収スぺクトルは、 1 6 0 0 c m - i付近のピークを用いた。

(硬化率）= 1 0 0 _ (硬化後の、炭素と炭素の二重結合の吸収スペクトル

の強度）/ (硬化前の、炭素と炭素の二重結合の吸収スぺクトルの強度）X

0 0 (%)



[0060] 〔ポ リエ チ レンテ レフタ レ一 卜 （P E T ) 接着性評価 （ポ リエ チ レンテ レフ

タ レ一 卜試験片間の剥離接着強さ）〕 2 軸延伸 P E T フイルム （ル ミラ一 T

6 0 、東 レ社製）の試験片 （幅 5 0 m m X 長さ 1 0 m m X 厚 さ 0 . 0 5 m m

) 同士を、硬化性樹脂組成物 を接着剤組成物 と して用いて、接着層の厚み 3

0 mで接着面積 を縦 4 O m m X 横 1 O m m と して接着 させた。光照射によ

る硬化後、接着剤で接着 した該試験片の、密着 されていない 2 箇所のフ ィル

厶端部 を引っ張ることで、 フイルム同士が密着 された部分を剥離 させて、初

期の 1 8 0 ° 剥離接着強さを測定 した。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の

方法に従 った。剥離接着強さ （単位 ：N / c m ) は、引張試験器を用いて温

度 2 3 °C、湿度 5 0 % の環境下で引張速度 1 0 m m / 分で測定 した。

[0061 ] 〔ガラス接着性評価 （耐熱ガラス試験片間の引張接着強さ）〕耐熱ガラス試

験片 （幅 2 5 m m X 長さ 2 5 m m X 厚 さ 2 . O m m ) 同士を、厚み 8 0 Ί

X 幅 1 2 . 5 m m X 長 さ 2 5 m m のテ フ ロ ン （登録商標）テ ープをスぺ 一サ

—と して用い、硬化性樹脂組成物 を接着剤組成物 と して用いて接着 させた （

接着面積 3 . 1 2 5 c m 2) 。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方法に従 つ

た。上記条件にて接着剤組成物 を硬化させた後、更に、試験片の外両面に電

気化学工業社製接着剤組成物 「G _ 5 5 」を使用 し、亜鉛 メッキ鋼板 （幅 1

0 0 m m X 長さ 2 5 m m X 厚 さ 2 . O m m、エンジニア リングテス トサ一 ビ

ス社製）を接着 させた。硬化後、接着剤組成物で接着 した該試験片を用いて

、亜鉛 メツキ鋼板 をチャック して、初期の引張剪断接着強さを測定 した。引

つ張 り剪断接着強さ （単位 ：M P a ) は、引張試験器を用いて温度 2 3 °C、

湿度 5 0 % の環境下で引張速度 1 0 m m / 分で測定 した。

[0062] 〔シク口才 レフインポ リマ一 （C O P ) 接着性評価 （シク口才 レフインポ リ

マ 一試験片間の剥離接着強さ）〕 C O P フイルム （Z E O N O R、 日本ゼ才

ン社製）の試験片 （幅 5 0 m m X 長さ 1 0 m m X 厚 さ 0 . 0 5 m m ) 同士を

、硬化性樹脂組成物 を接着剤組成物 と して用いて、接着層の厚み 1 O mで

接着面積 を縦 4 O m m X 横 1 O m m と して接着 させた。光照射による硬化後

、接着剤組成物で接着 した該試験片の、密着 されていない 2 箇所のフ イル ム



端部を引っ張ることで、フイルム同士が密着された部分を剥離させて、初期

の 1 8 0 ° 剥離接着強さを測定 した。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方

法に従った。剥離接着強さ （単位 ：N / c m ) は、引張試験器を用いて温度

2 3 °C、湿度 5 0 %の環境下で引張速度 1 0 m m/ 分で測定 した。

[0063] 〔耐湿熱性評価 （高温高湿暴露後の耐熱ガラス試験片間の引張接着強さ）〕

テンパックスガラス （幅 2 5 m m X 長さ2 5 m m X 厚さ2 m m ) 同士を、硬

化性樹脂組成物を接着剤組成物として用いて、接着層の厚み 1 0 0 mで接

着面積を 1 . O m m2として接着させ硬化させた。光照射条件は 〔光硬化性〕

に記載の方法に従った。硬化後、接着剤組成物で接着 した該試験片を、恒温

恒湿槽を用いて、温度 8 5 °C、相対湿度 8 5 %の環境下に 1 0 0 0 時間暴露

した。暴露後の試験片を用いて、引張剪断接着強さを測定 した。接着部位の

外観を目視で観察 し、黄変 しているか否かを調べた。剥離接着強さ （単位 ：

N / c m ) は、引張試験器を用いて温度 2 3 °C、湿度 5 0 %の環境下で引張

速度 1 O m m/ 分で測定 した。

[0064] 〔卜リァセチルセル ロース接着性評価 （卜リァセチルセル ロース試験片間の

剥離接着強さ）〕 卜リアセチルセルロース （T A C ) フイルム （平均厚さ4

0 m、富士フィル厶社製）の試験片 （幅 5 0 m m X 長さ 1 0 m m X 厚さ0

. 0 4 m m) 同士を、硬化性樹脂組成物を接着剤組成物として用いて、接着

層の厚み 1 0 mで接着面積を縦 4 O m m X 横 1 O m mとして接着させた。

光照射による硬化後、接着剤組成物で接着 した該試験片の、密着されていな

い 2 箇所のフィル厶端部を引っ張ることで、フィル厶同士が密着された部分

を剥離させて、初期の 1 8 0 ° 剥離接着強さを測定 した。光照射条件は 〔光

硬化性〕に記載の方法に従った。剥離接着強さ （単位 ：N / c m ) は、弓|張

試験器を用いて温度 2 3 °C、湿度 5 0 %の環境下で引張速度 5 O m m/ 分で

測定 した。

[0065] 〔フッ素系ポ リマー接着性評価 （フッ素フィル厶試験片間の剥離接着強さ）

〕 P V D F フイルム （平均厚さ4 0 m、電気化学工業社製 「D X フイルム

」）の試験片 （幅 5 0 m m X 長さ 1 0 m m X 厚さ0 . 0 4 m m) 同士を、硬



化性樹脂組成物を接着剤組成物として用いて、接着層の厚み 1 0 mで接着

面積を縦 4 0 m m X 横 1 O m mとして接着させた。光照射による硬化後、接

着剤組成物で接着 した該試験片の、密着されていない 2 箇所のフイルム端部

を引っ張ることで、フイルム同士が密着された部分を剥離させて、初期の 1

8 0 ° 剥離接着強さを測定 した。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方法に

従った。剥離接着強さ （単位 ：N / c m ) は、引張試験器を用いて温度 2 3

°C、湿度 5 0 %の環境下で引張速度 5 0 m m/ 分で測定 した。

[0066] 〔ポ リ力一ボネ一 卜接着性評価 （ポリ力一ボネ一 卜試験片間の引張接着強さ

) 〕ポリ力一ボネ一 卜（帝人社製 「パンライ ト」）試験片 （幅 2 5 m m X 長さ

2 5 m m X 厚さ2 . 0 m m) 同士を、厚み 8 0 m X 幅 1 2 . 5 m m X 長さ

2 5 m mのテフロン （登録商標）テープをスぺ一サ一として用い、硬化性樹

脂組成物を接着剤組成物として用いて接着させた （接着面積 3 . 1 2 5 c m2

) 。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方法に従った。引っ張り剪断接着強

さ （単位 ：M P a ) は、引張試験器を用いて温度 2 3 °C、湿度 5 0 %の環境

下で引張速度 1 O m m/ 分で測定 した。

[0067] 〔金属接着性評価 （S P C C 試験片とガラス試験片間の引張接着強さ）〕S

P C C 試験片 （幅 2 5 m m X 長さ2 5 m m X 厚さ 1 6 m m) とテンパック

スガラス （幅 2 5 m m X 長さ2 5 m m X 厚さ2 m m ) を、厚み 8 0 _ηι Χ 幅

1 2 . 5 m m X 長さ2 5 m mのテフロン （登録商標）テープをスぺ一サ一と

して用い、硬化性樹脂組成物を接着剤組成物として用いて接着させた （接着

面積 3 . 1 2 5 c m2) 。光照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方法に従った。

上記条件にて接着剤組成物を硬化させた後、更に、テンパックス試験片側に

電気化学工業社製接着剤組成物 「G _ 5 5 」を使用 し、亜鉛メツキ鋼板 （幅

1 0 0 m m X 長さ2 5 m m X 厚さ2 . O m m、エンジニアリングテス トサ一

ビス社製）を接着させた。硬化後、接着剤組成物で接着 した該試験片を用い

て、亜鉛メツキ鋼板をチャックして、初期の引張剪断接着強さを測定 した。

引っ張り剪断接着強さ （単位 ：M P a ) は、引張試験器を用いて温度 2 3 °C

、湿度 5 0 %の環境下で引張速度 1 0 m m/ 分で測定 した。



[0068] 〔外観観察 （黄変度）〕テ ンパ ックスガラス （幅 2 5 m m X 長さ 2 5 m m X

厚 さ 2 m m ) 同士を、硬化性樹脂組成物 を接着剤組成物 と して用いて、接着

層の厚み 1 0 0 m で接着面積 を 1 . O m m 2と して接着 させ硬化させた。光

照射条件は 〔光硬化性〕に記載の方法に従 った。硬化後、 カラー測定装置 （

S H I M A D Z U社製 「U V _ V I S I B L E S P E C T R O P O H O T

O M E T E R 」）にて ∆ b 値 を黄変度 と した。

[0069] (実験例）

表 1に示す組成の硬化性樹脂組成物 を調製 し、各種物性 を測定 した。結果を表

1に示す。

[0070] [ 表 1- 1]

[0071 ]



[ 表 1-2]



[ 表 1-3]



[ 表 1-4]

実施例及び比較例か ら、以下の ことが判 る。本発明の硬化性樹脂組成物 は、

高い接着性 を示す。本発明の硬化性樹脂組成物 は、高い接着性 を示す。特 に

、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リオ レフイン、 ガラスに対 して、高い接着性 を示す

。本発明の硬化性樹脂組成物 は、高い接着性 を示すので、薄いガラスの L C

D 等の表示体 と、 ァク リル板やポ リ力一ボネ一 卜板等の光学機能材料 とを貼

り合わせる場合、接着面が剥がれた り、 L C D が割れた り、 L C D が表示厶

ラにな った りしない。本発明の硬化性樹脂組成物 は、耐湿熱性が大 きく、加

温雰囲気での被着体の変形 に追随で きるので、被着体が剥がれることもない



。実験例 1 4 は、シランカツプリング剤を含有しないが、比較例よりも高い

接着性を有する。

[0075] 比較例の場合、本発明の効果を有しない。実験例 1 5 は、成分 （C ) を含有

しないので、硬化性樹脂組成物が硬化せず、接着性が小さい。実験例 1 6 と

実験例 1 7 は、イソボルニルメタクリレー卜ゃジシクロペンテニルァクリレ

—卜といった、剛直な骨格を有する脂環式 （メタ）ァクリレー卜を多量に含

有し、かつ、成分 （B ) を含有しないので、硬化性樹脂組成物が柔軟性を有

さず、接着性が小さい。

[0076] 本発明の硬化性樹脂組成物は、タツチパネル積層体用の接着剤組成物に使用

できる。タツチパネル積層体は一般的にカバ一材/ タツチパネルセンサ一/

液晶パネルの層で構成されている。本発明に係る硬化性樹脂組成物はタツチ

パネルセンサ一とカバ一材を貼り合わせる接着剤として使用でき、例えば、

タツチパネルの表面に、化粧板や、タツチする位置を指定するアイコンシ一

卜などのカバ一材を貼り合わせる際の接着剤として使用できる。また、タツ

チパネルセンサ一と液晶パネルを貼り合わせる接着剤としても使用できる。

また、静電容量式タツチパネルの場合は、透明基板の上に透明電極を形成し

、その上に透明板を貼り合わせた構造を有している。本発明の硬化性樹脂組

成物は、透明基板の上に透明電極を形成し、その上に透明板を貼り合わせる

際の接着剤としても好適である。本発明のタツチパネル積層体は、ディスプ

レイとして使用できる。



請求の範囲

下記 （A ) ~ ( D ) 成分 を含有 し、 （A ) 成分及び （B ) 成分の合計

使用量が硬化性樹脂組成物の 8 0 ~ 9 9 質量％を占め、 （D ) 成分の

使用量は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び （D ) 成分の合計 1 0 0 質量

部 中、 0 ~ 1 0 質量部である硬化性樹脂組成物。

( A ) ジェ ン系又は水素添加 されたジェ ン系の骨格 を有する才 リゴマ

( B ) ホモポ リマ一ガラス転移温度が— 1 0 0 ~ 6 0 °C を示す非環式

(メタ）ァク リレ一 卜、

( C ) 光重合開始剤

( D ) ( A ) 成分及び （B ) 成分以外の（メタ）ァク リレー 卜

( B ) 成分が、一般式 （1 ) の化合物である請求項 1 に記載の硬化性

樹脂組成物。

—般式 （1 ) Z — O —

〔式中、 Z は （メタ）ァク リロイル基 を示 し、 R，は炭素数 9 ~ 2 0

個 のアルキル基 を表す。〕

( A ) 成分及び （B ) 成分の合計 1 0 0 質量部 中、 （六）成分が 3 0 ~

9 8 質量部、 （B ) 成分が 2 ~ 7 0 質量部である請求項 1 又 は 2 に記

載の硬化性樹脂組成物。

( B ) 成分が、 イソステア リル （メタ）ァク リレー 卜、 ラウ リル （メ

タ）ァク リレ一 卜、 2 — ヒ ドロキシェチル （メタ）ァク リレ一 卜、 2

—ェチルへキシル （メタ）ァク リレー 卜、 n —プチル （メタ）ァク リ

レ一 卜、 t —プチル （メタ）ァク リレー 卜、エチ レング リコ一ルジ （

メタ）ァク リレー 卜、 1 ， 3 _ プチ レング リコ一ルジ （メタ）ァク リ

レ一 卜、 2 — ヒ ドロキシプロピル （メタ）ァク リレー 卜か らなる群の

うちの 1 種以上である請求項 1 又 は 3 に記載の硬化性樹脂組成物。

( B ) 成分が、 ラウ リル （メタ）ァク リレー 卜及び/ 又 はイソステア

リル （メタ）ァク リレー 卜である請求項 1 ~ 4 の うちのいずれか 1 項



に記載の硬化性樹脂組成物。

[ 請求項 6] 更 に、 （E ) 成分 と して、 シランカップ リング剤 を含有する請求項 1

~ 5 の うちのいずれか 1 項 に記載の硬化性樹脂組成物。

[ 請求項7] ( A ) 成分のジェ ン系又は水素添加 されたジェ ン系の骨格が、ポ リプ

タジェ ン、ポ リイソプ レン、ポ リプタジェ ンの水素添加物、及びポ リ

イソプ レンの水素添加物か らなる群か ら選ばれる 1 種以上の骨格であ

る請求項 1 ~ 6 の うちのいずれか 1 項 に記載の硬化性樹脂組成物。

[ 請求項8] ( A ) 成分のジェ ン系又は水素添加 されたジェ ン系の骨格 を有する才

リゴマ一の分子量が 5 0 0 7 0 0 0 0 である請求項 1 ~ 7 の うちの

いずれか 1 項 に記載の硬化性樹脂組成物。

[ 請求項 9] ( A ) 成分及び （B ) 成分の合計 1 0 0 質量部 中、 （A )成分が 5 0

~ 9 0 質量部、 （B ) 成分が 1 0 ~ 5 0 質量部であ り、 （C ) 成分の

使用量は、 （A ) 成分、 （B ) 成分及び （D ) 成分の合計 1 0 0 質量

部 に対 して、 0 . 0 1 ~ 1 0 質量部であ り、 （E ) 成分の使用量は、

( A ) 成分、 （B ) 成分及び （D ) 成分の合計 1 0 0 質量部 に対 して

、 0 . 0 1 ~ 1 0 質量部である請求項 1 ~ 8 の うちのいずれか 1 項 に

記載の硬化性樹脂組成物。

[ 請求項 10] 請求項 1 ~ 9 の うちのいずれか 1 項 に記載の硬化性樹脂組成物か らな

る接着剤組成物。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 記載の硬化性樹脂組成物か らなる接着剤組成物の硬化体。

[ 請求項 12] 請求項 1 1 記載の硬化体 によ り被着体が被覆又は被着体同士が接合 さ

れた複合体。

[ 請求項 13] 請求項 1 2 記載の被着体が 卜リアセ チル セル ロー ス、 フッ素系ポ リマ

― 、 ポ リエステル、ポ リ力一ボネ一 卜、ポ リオ レフイン、 ガラス、金

属か らなる群か ら選ばれる 1 種以上である複合体。

[ 請求項 14] 請求項 1 0 に記載の接着剤組成物 によ り被着体 を貼 り合わせたタ ツチ

パネル積層体。

[ 請求項 15] 請求項 1 4 に記載のタツチパネル積層体 を備 えたデ ィスプ レイ。
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